
（財）財務会計基準機構会員

平成 21 年６月 19 日 

各      位 

会 社 名  株式会社  赤阪鐵工所 

代表者名  取締役社長 赤 阪  全 七 

（コード番号 6022 東証第 ２ 部） 

問合せ先  常務取締役総務・営業担当 

木 村  充 宏  

（TEL．  054 － 685 － 6081 ） 

（訂正・数値データ訂正あり） 

「平成 21 年３月期 決算短信」の訂正について 

平成 21 年５月 15 日に発表いたしました「平成 21年３月期 決算短信」の一部に訂正がありましたので、下記の

通りお知らせいたします。 

なお、数値データにも訂正がありましたので訂正後の数値データも送信します。 

 

記 

 

訂正内容 
（各訂正個所の【 】内は記載されたページ番号を表し、修正個所には下線を付しております。） 
 

【Ｐ１】 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

〈訂正前〉 

 
営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る  
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

21 年３月期 
20 年３月期 

1,086 
2,193 

△ 224
△ 362

△ 612
△ 600

2,538
2,289

 

〈訂正後〉 

 
営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る  
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

21 年３月期 
20 年３月期 

1,281 
2,193 

△ 420
△ 362

△ 612
△ 600

2,538
2,289

 

【Ｐ３】 

(1) 経営成績に関する分析 

〈訂正前〉 

 当会計年度における国内経済は～（略）～このような状況の中、当会計年度における船舶業界は、～（略）～当

会計年度の総受注高は～（略）～この結果、当会計年度の経常利益は～（略）～ 

〈訂正後〉 

 当連結会計年度における国内経済は～（略）～このような状況の中、当連結会計年度における船舶業界は、～（略）

～当連結会計年度の総受注高は～（略）～この結果、当連結会計年度の経常利益は～（略）～ 



【Ｐ４】 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

〈訂正前〉 

 営業活動の結果得られた資金は、10 億 86 百万円（前年同期比 50.5％減）となりました。これは税金等調整前当

期純利益 15 億 97 百万円を計上し、減価償却費４億 43 百万円や仕入債務の増加額４億６百万円、売上債権の減少額

８億 54 百万円等による増加と、減少の要因としては前受金他その他流動負債の減少額５億 89 百万円、割引手形の

減少額２億５百万円や棚卸資産の増加額５億79百万円、法人税等の支払額９億47百万円等によるものであります。 

〈訂正後〉 

 営業活動の結果得られた資金は、12 億 81 百万円（前年同期比 41.6％減）となりました。これは税金等調整前当

期純利益 15 億 97 百万円を計上し、減価償却費６億 16 百万円や仕入債務の増加額４億６百万円、売上債権の減少額

８億 54 百万円等による増加と、減少の要因としては前受金他その他流動負債の減少額５億 89 百万円、割引手形の

減少額２億５百万円や棚卸資産の増加額５億79百万円、法人税等の支払額９億47百万円等によるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

〈訂正前〉 

 投資活動の結果使用した資金は、２億 24 百万円（前年同期比 38.0％減）となりました。これは主に定期預金の預入による支

出３億 22 百万円と、有形固定資産売却による収入１億 80 百万円によるものであります。 

〈訂正後〉 

 投資活動の結果使用した資金は、４億 20 百万円（前年同期比 16.0％増）となりました。これは主に定期預金の預入による支

出３億 22 百万円や有形固定資産の取得による支出３億 59 百万円と、定期預金の払戻による収入１億９百万円や有形固定資産売

却による収入１億 55 百万円によるものであります。 

 

【Ｐ12】 

（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

〈訂正前〉 

 

前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,534,785 1,597,261 

減価償却費 539,092 443,879 

有形固定資産売却損益（△は益） △34 8,948 

（略） 

その他の資産の増減額（△は増加） △659 103,890 

（略） 

小計 2,585,899 2,085,441 

（略） 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,193,320 1,086,065 

 投資活動によるキャッシュ・フロー   

（略） 

有形固定資産の取得による支出 △438,329 △186,999 



有形固定資産の売却による収入 130 180,896 

無形固定資産の取得による支出 △23,593 △7,503 

（略） 

貸付金の回収による収入 38,730 53,937 

（略） 

投資活動によるキャッシュ・フロー △362,154 △224,586 

（略） 

〈訂正後〉 

 

前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,534,785 1,597,261 

減価償却費 539,092 616,029 

有形固定資産売却損益（△は益） △34 33,918 

（略） 

その他の資産の増減額（△は増加） △659 102,390 

（略） 

小計 2,585,899 2,281,061 

（略） 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,193,320 1,281,685 

 投資活動によるキャッシュ・フロー   

（略） 

有形固定資産の取得による支出 △438,329 △359,002 

有形固定資産の売却による収入 130 155,926 

無形固定資産の取得による支出 △23,593 △7,650 

（略） 

貸付金の回収による収入 38,730 55,437 

（略） 

投資活動によるキャッシュ・フロー △362,154 △420,206 

（略） 

 

【Ｐ14】 

〈訂正前〉 

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

〈訂正後〉 

継続企業の前提に関する注記 



【Ｐ14～16】 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

〈訂正前〉 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

（略） 

子会社である株式会社タイクウは平成20年

10月１日付で株式会社赤阪鐵工所と吸収合併

しており、同日付で連結子会社が無くなりまし

た。 

 （略）  

４．会計処理基準に関する事

項 

（略） 

 (2)重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

（略） 

(3)重要な引当金の計上基

準 

 

 

（略） 

（略） 

 

 

（略） 

 ホ 役員退職引当金 

（略） 

 

 

 

（略） 

 イ 有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

 

（略） 

 ホ 役員退職引当金 

（略） 

 

〈訂正後〉 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

（略） 

子会社である株式会社タイクウを平成20年

10月１日付で吸収合併しており、同日付で連結

子会社がなくなりました。 

 （略）  

４．会計処理基準に関する事

項 

（略） 

 (2)重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

(3)重要な引当金の計上基

準 

 

 

（略） 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 ホ 役員退職慰労引当金 

（略） 

 

 

 

 

 イ 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

（ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）は定額法

によっております。） 

なお主な耐用年数は次のとおりであり

ます。 

建物及び構築物   20年～50年 

機械装置及び運搬具 ５年～９年 

（略） 

（略） 

 ホ 役員退職慰労引当金 

（略） 
 



【Ｐ19】 

（連結損益計算書関係） 

〈訂正前〉 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

（略） 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

（略） 
役員退職引当金繰入額               11,353 

（略） 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

（略） 
役員退職引当金繰入額               12,850 

（略） 

（略） 

（訂正後） 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

（略） 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

（略） 
役員退職慰労引当金繰入額             11,353 

（略） 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

（略） 
役員退職慰労引当金繰入額             12,850 

（略） 

（略） 

 

【Ｐ20】 

（連結株主資本等変動計算書関係） 

前連結会計年度（自平成 19 年４月１日 至平成 20 年３月 31 日） 

【配当に関する事項を追加】 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

（決議） 株式の種類 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円） 基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 76,701 ５ 平成19年３月31日 平成20年6月29日 

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（決議） 株式の種類 配当金の総額（千円） 配当の原資 １株当たり配当額（円） 基準日 効力発生日 

平成20年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 122,533 利益剰余金 ８ 平成20年３月31日 平成20年6月30日

 



【Ｐ22】 

（有価証券関係） 

〈訂正前〉 

（当連結会計年度）  （平成 21 年３月 31 日） 

（略） 

 １．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成 20 年４月１日 至平成 21 年３月 31 日） 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

29,694 （略） （略） 

（略） 

〈訂正後〉 

（当連結会計年度）  （平成 21 年３月 31 日） 

（略） 

 １．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成 20 年４月１日 至平成 21 年３月 31 日） 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

29,695 （略） （略） 

（略） 

 

【Ｐ23】 

（退職給付関係） 

（訂正前） 

（略） 

（注）従来、子会社である（株）タイクウを連結の対象としておりましたが、平成 20 年 10 月１日に吸収合併したことにより、

連結対象会社はなくなりました。これに伴い、当連結会計年度においては連結貸借対照表を作成しておりません。よっ

て当連結会計年度に係る退職給付関係の注記については記載しておりません。 

（訂正後） 

（略） 

（注）従来、子会社である（株）タイクウを連結の対象としておりましたが、平成 20 年 10 月１日に吸収合併したことにより、

連結対象会社はなくなりました。これに伴い、当連結会計年度においては連結貸借対照表を作成しておりません。よっ

て当連結会計年度に係る退職給付関係の注記については記載しておりません。 

なお、当事業年度の退職給付関係の注記については、当該箇所に記載しております。 



【Ｐ24】 

（税効果会計関係） 

〈訂正前〉 

（略） 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項

目別の内訳 

 
前連結会計年度 

（平成20年３月31日） 
 

 （％）  

法定実効税率 39.74   

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.54   

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.19   

住民税均等割 0.51   

評価性引当金の減少 △3.02   

試験研究費等の税額控除 △0.61   

その他 0.17   

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.14   

（注）従来、子会社である（株）タイクウを連結の対象としておりましたが、平成 20 年 10 月１日に吸収合併したことにより、連結対象会社は

なくなりました。これに伴い、当連結会計年度においては連結貸借対照表を作成しておりません。よって当連結会計年度に係る税効果会計

関係の注記については記載しておりません。 

（略） 

〈訂正後〉 

（略） 

（注）従来、子会社である（株）タイクウを連結の対象としておりましたが、平成 20 年 10 月１日に吸収合併したことにより、連結対象会社は

なくなりました。これに伴い、当連結会計年度においては連結貸借対照表を作成しておりません。よって税効果会計関係における連結貸借

対照表計上額に関する事項の記載を省略しております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項

目別の内訳 

 
前連結会計年度 

（平成20年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成21年３月31日） 

 （％） （％） 

法定実効税率 39.74  39.74 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.54  0.63 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.19  △0.24 

住民税均等割 0.51  0.52 

評価性引当金の増減額 △3.02  2.43 

試験研究費等の税額控除 △0.61  △0.60 

その他 0.17  0.42 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.14  42.90 

（略） 



【Ｐ26】 

（セグメント情報） 

ａ．事業の種類別セグメント情報 

〈訂正前〉 

当連結会計年度（自平成 20 年４月１日 至平成 21 年３月 31 日） 

 
内燃機関関連事

業（千円） 

その他の事業

（千円） 
計（千円） 

消去又は全社

（千円） 
連結（千円） 

（略） 

Ⅱ 資産、減価償却及び資本的支出      

資産 7,179,942 255,763 7,435,705 10,029,931 17,465,637

減価償却費 500,434 50,226 550,661 63,223 613,884

資本的支出 175,543 467 176,010 18,806 194,816

〈訂正後〉 

当連結会計年度（自平成 20 年４月１日 至平成 21 年３月 31 日） 

 
内燃機関関連事

業（千円） 

その他の事業

（千円） 
計（千円） 

消去又は全社

（千円） 
連結（千円） 

（略） 

Ⅱ 資産、減価償却及び資本的支出      

資産 7,179,942 255,763 7,435,705 10,029,931 17,465,637

減価償却費 500,434 52,371 552,806 63,223 616,029

減損損失 ― 89,148 89,148 ― 89,148

資本的支出 175,543 467 176,010 18,806 194,816

 

【Ｐ27】 

（企業結合等関係） 

（訂正前） 

２．実施した会計処理の概要 

 「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成 15 年 10 月 31 日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」（企業会計基準適用指針第 10 号 最終改正平成 19 年 11 月 15 日）に基づき、共通支配下の取引として処理して

おります。 

（訂正後） 

２．実施した会計処理の概要 

 「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成 15 年 10 月 31 日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」（企業会計基準適用指針第 10 号 最終改正平成 19 年 11 月 15 日公表分）に基づき、共通支配下の取引として処

理しております。 



【Ｐ31】 

（訂正前） 

（２）損益計算書 

（単位：千円） 

 

前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

（略） 

特別損失   

固定資産売却損 ― ※6 34,047 

固定資産除却損 55,773 ※7 9,077 

投資有価証券評価損 3,289 59,117 

その他 ― 86 

特別損失合計 59,063 102,328 

（略） 

（訂正後） 

（２）損益計算書 

（単位：千円） 

 

前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

（略） 

特別損失   

固定資産売却損 ― ※6 34,047 

固定資産除却損 ※7 55,773 ※7 9,077 

投資有価証券評価損 3,289 59,117 

その他 ― 86 

特別損失合計 59,063 102,328 

（略） 

 

【Ｐ35～37】 

重要な会計方針 

〈訂正前〉 

項目 
前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 （略）  

３．固定資産の減価償却の方

法 

（略） 

５．引当金の計上基準 

 

 

（略） 

（略） 

(5)役員退職引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社内

規に基づく期末要支給額を計上しております。

（略） 

 (1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

（略） 

（略） 

(5)役員退職引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社内

規に基づく期末要支給額を計上しております。

（略） 



〈訂正後〉 

項目 
前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 （略）  

３．固定資産の減価償却の方

法 

 

 

 

 

 

 

５．引当金の計上基準 

（略） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 
(5)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社内

規に基づく期末要支給額を計上しております。

（略） 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

   定率法（ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物（建物附属設備を除く）については定

額法）によっております。 

なお主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物     20年～50年 

機械装置及び運搬具   ５年～９年 

（略） 
 

（略） 
(5)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社内

規に基づく期末要支給額を計上しております。

（略） 

 

【Ｐ39】 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

（訂正前） 

前事業年度 

（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

（略） 

（略） ※３ 関係会社項目 

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほ

かに次のものがあります。 

（千円） 

流動資産 

受取手形 

売掛金 

短期貸付金 

16,286

1,525

12,000

流動負債 

支払手形 

買掛金 

21,865

102,632
 

（訂正後） 

前事業年度 

（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

（略） 

（略） ※３ 関係会社項目 

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほ

かに次のものがあります。 

（千円） 

流動資産 

受取手形 

売掛金 

その他 

16,286

1,525

12,000

流動負債 

支払手形及び買掛金 124,498
 



【Ｐ40】 

（損益計算書関係） 

〈訂正前〉 

前事業年度 

（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

（略） 

※３ 販売費に属する費用のおおよその割合は52％、一般管理費に

属する費用のおおよその割合は48％であります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

（略） 
役員退職引当金繰入額               11,353 

（略） 

※３ 販売費に属する費用のおおよその割合は51％、一般管理費に

属する費用のおおよその割合は49％であります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

（略） 
役員退職引当金繰入額               12,850 

（略） 

（略） 

（訂正後） 

前事業年度 

（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

（略） 

※３ 販売費に属する費用のおおよその割合は52％、一般管理費に

属する費用のおおよその割合は48％であります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

（略） 
役員退職慰労引当金繰入額             11,353 

（略） 

※３ 販売費に属する費用のおおよその割合は51％、一般管理費に

属する費用のおおよその割合は49％であります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

（略） 
役員退職慰労引当金繰入額             12,850 

（略） 

（略） 

 

【Ｐ44】 

〈訂正前〉 

（税効果会計関係） 

（略） 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項

目別の内訳 

 
前事業年度 

（平成20年３月31日） 

当事業年度 

（平成21年３月31日） 

 （％） （％） 

法定実効税率 39.74  39.74  

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.54  0.55  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.19  △0.21  

住民税均等割 0.51  0.46  

評価性引当金の増減額 △3.02  2.15  

被合併子会社法人税等 ―  0.33  

試験研究費等の税額控除 △0.61  △0.53  

その他 0.17  1.35  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.14  43.84  



〈訂正後〉 

（略） 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項

目別の内訳 

 
前事業年度 

（平成20年３月31日） 

当事業年度 

（平成21年３月31日） 

 （％） （％） 

法定実効税率 39.74  39.74  

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.54  0.55  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.19  △0.21  

住民税均等割 0.51  0.46  

評価性引当金の増減額 △3.02  2.15  

試験研究費等の税額控除 △0.61  △0.53  

その他 0.17  1.68  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.14  43.84  

 

以  上 
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1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

（注）従来、子会社である（株）タイクウを連結の対象としておりましたが、平成20年10月１日に吸収合併したことにより、同日付で連結子会社がなくなりまし
た。これに伴い、当連結会計年度においては連結貸借対照表を作成しておりません。よって当連結会計年度の連結財政状態については、記載しておりま
せん。 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 17,370 7.1 1,718 5.8 1,765 11.0 912 △5.5

20年3月期 16,217 22.4 1,624 161.9 1,590 184.0 964 265.6

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 59.56 ― ― ― 9.9
20年3月期 62.93 ― 14.5 9.5 10.0

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  ―百万円 20年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 ― ― ― ―

20年3月期 17,724 7,010 39.6 457.71

（参考） 自己資本   21年3月期  ―百万円 20年3月期  7,010百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 1,281 △420 △612 2,538
20年3月期 2,193 △362 △600 2,289

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― ― ― 8.00 8.00 122 12.7 1.8
21年3月期 ― ― ― 7.00 7.00 107 11.8 ―

22年3月期 
（予想）

― ― ― 3.00 3.00 25.5

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）平成20年10月に連結子会社を吸収合併したことにより、連結子会社が無くなりましたので、平成22年３月期は個別のみの業績予想となります。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

― ― ― ― ― ― ― ― ―

通期 ― ― ― ― ― ― ― ― ―



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有  

（注）詳細は、５ページ「企業集団の状況」をご覧下さい。 

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、14ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の（会計方針の変更）及び17ページ「連結財務諸表作成のための基本と
なる重要な事項の変更」をご覧下さい。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、27ページ「１株当たり情報」をご覧下さい。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 1社 （社名 （株）タイクウ ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 15,400,000株 20年3月期 15,400,000株

② 期末自己株式数 21年3月期  90,479株 20年3月期  83,369株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 17,315 7.4 1,702 6.1 1,748 11.2 976 2.5
20年3月期 16,129 22.7 1,605 173.1 1,572 197.5 953 289.8

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年3月期 63.78 ―

20年3月期 62.19 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 17,465 7,605 43.5 496.79
20年3月期 17,570 6,946 39.5 453.50

（参考） 自己資本 21年3月期  7,605百万円 20年3月期  6,946百万円

2.  22年3月期の個別業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業
績は今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

7,300 △19.2 170 △82.8 150 △85.2 90 △85.6 5.88

通期 13,200 △23.8 370 △78.3 310 △82.3 180 △81.6 11.75
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